令和2年度の事業報告書

特定非営利活動法人ウィーズ
１　事業の成果

5年目となる今期は、新型コロナウイルスによる影響を鑑み、前年度から開設したLINE相談への対応を強化すべく、LINE相談に対応する人材育成の強化からスタートした年でした。
　休校措置から始まり緊急事態宣言が発出されてから相談はこれまでにない件数にのぼり、多いときでは一日600を超える相談のやり取りがなされました。
　LINE相談から見えてきた家庭の問題は普段潜在的に存在していたものが、休校措置による子どもたちの外出自粛、親の仕事のリモートワークへの移行などで、家族が長時間家におり時間を共にすることにより顕在化、子どもたちの心身に影響を及ぼしたことが伺えます。
　LINE相談では相談対応のみならず、緊急性が高い相談には警察や児童相談所への通報を行うなど対応し、実際に同行する支援も行いました。また金銭的に困っている子どもにはマスクなどの物資の提供も行いました。

　子どもたちの多くは自分の置かれている家庭環境のことや悩みを誰にも話すことができず、一人で抱え込んでしまっていることが多く、孤立してしまっています。
　そうした子どもたちからは「気持ちを吐き出せてすっきりした」「このような場所があってよかった」などの感想をもらい、多くの子どもたちに貢献できたと思います。

　最終的には昨年度、延べ1800人を超える子どもたちからの相談に対応しました。
今年度はさらに多くの子どもたちからの相談に対応できるよう、体制を整えたいと考えております。

学習支援事業はこれまでに引き続き個別指導教室「トータルスクールウィーズ」を運営してきましが、前年度同様、縮小を致しました。爆発的に増加したLINE相談対応と面会交流支援事業に重点を置くためです。そのようなことから前年度は1人の生徒に対し学習支援を行い、その後休止いたしました。
　　面会交流支援事業については一昨年からの無料化が徐々に知られてきたため、問い合わせ件数が大幅に増加しました。また5期後半では支援の申込件数も大幅増となりました。一時、受付を中断する事態が起きましたが、それに対応すべく支援者研修を行い利用者増に対応できる体制を整え支援受付を再開しております。また前々期より行っている面会交流支援の実情と支援内容を一般の方と「検討会」と題してディスカッションする活動も継続して行い、保護者や弁護士や司法書士などの方々が参加してくれました。こちらは、新型コロナウイルスの影響によりオンラインでの開催を行ってきました。しかしオンラインでの開催は一方的になってしまうなどの課題があり現在は休止しております。6期は「検討会」に代わる新たなプログラムを模索しており、6期中盤くらいから実施する予定です。
今期も前期同様、離婚家庭の子どもたちへの法教育プログラムを実施しました。残念ながら3回計画したうち、新型コロナウイルスの影響で会場開催は1回のみとなってしまいましたが、参加してくれた親子からは高評価を得ることができました。
この法教育プログラムも活動の柱として継続的な実施をしていきたいと考えておりますが、新型コロナウイルスの影響などを考慮しオンラインで開催できるプログラムの構築を目指し、6期はオンラインでの実施を計画しております。
5期は新型コロナウイルスの影響を多く受けつつ活動する一年となりましたが、6期は離婚家庭をはじめとする家庭環境における課題について「子ども」に常にフォーカスし、コロナウイルスの影響に代表される予測外のことが起きても柔軟に対応できるよう体制を構築するとともに、子どもたちに寄り添った支援、社会に対する啓発活動に力をより一層注いでいきたいと考えております。
２　事業の実施に関する事項

（１）非営利活動に係る事業

	事業名
	事　業　内　容
	実施

日時
	実施

場所
	従事者の人数
	受益対象者の範囲及び人数

	学習支援事業
	小中高生への学習支援

	随時
	当団体事務所
	2名
	子ども1名

	面会交流支援事業
	面会交流仲介支援
（3月～5月はコロナの影響により活動大幅減少）
	随時
	各地

	7名
	離婚家庭の親子372名

	
	面会交流事例検討会
	3月～9月
	オンライン
	2名
	離婚をした男女、専門家等50名

	講演講師派遣
	「ひとり親」をハンデにしないために
「LINE相談の現状」
同上
「子どもにとってより良い面会交流を考える」
	7月5日
	オンライン
	1名
	ひとり親30名

	
	
	7月17日
	オンライン
	1名
	支援者30名

	
	
	7月28日
	オンライン
	1名
	支援者30名

	
	
	12月12日
	香川県高松市
	1名
	支援者30名

	家庭環境に悩む子どものLINE相談事業
	家庭環境に悩む子どもからのLINE相談を受付
	通年
	当法人事務所
	20名
	インターネット環境を持つ家庭環境に悩む子ども約1800名

	親の別居・離婚を経験した子どもへの法教育プログラム
	親の別居・離婚を経験した子どもに対し「婚姻制度」「裁判所のしくみ」「子どもの権利」などについてレクチャーし、子どもたちが主体的に意見を取り交わしながら生きる力を育むプログラムを提供する
	12月
	東京都内貸事務所
	3名
	親の別居・離婚を経験した子ども5名


（２）その他の事業
	事業名
	事　業　内　容
	実施

日時
	実施

場所
	従事者の人数

	自動販売機によるジュース等の販売
	自動販売機によるジュース等の販売
	随時
	当団体事務所
	1名
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